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南部町議会予算特別委員会会議録（第２号） 

  

平成19年３月９日（金） 
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◎開議の宣告 

 

〇委員長（佐々木幹夫君） ただいまの出席委員数は36人でございます。定足数に達しておりま

すので、これより予算特別委員会を開会いたします。 

（午前10時00分） 

                                           

〇委員長（佐々木幹夫君） 本委員会に付託されました事件は、議案第31号から議案第50号まで

の平成19年度南部町一般会計及び特別会計予算であります。本日は議案第31号を審議いたします。 

議事の進行につきましては、各位のご協力をよろしくお願いいたします。 

それでは、審議に入ります。 

                                           

 

◎議案第31号の上程、説明、討論、採決 

 

〇委員長（佐々木幹夫君） 議案第31号、平成19年度南部町一般会計予算を議題といたします。

歳入歳出予算を一括して説明を求めます。財政課長。 

 

〇財政課長（堀内冨士夫君） それでは、議案第31号、平成19年度南部町一般会計予算の説明を

申し上げます。 

１ページ目でございます。第１条につきましては、歳入歳出予算総額を96億1,000万円と定め

るものであります。 

第２条は、地方債について定めるものであります。 

第３条は、一時借入金、最高額を７億円と定めるものであります。 

第４条は、歳出予算の流用について定めるものであります。 

中身に入る前に、当初予算の編成についての基本方針について、まずご説明申し上げたいと思

います。19年度の当初予算編成基本方針でありますが、総括事項で５項目ございます。まず一つ

目、地方財政対策及び財政健全化を図るために策定した財政運営計画並びに集中改革プランを予

算編成の基本といたしました。二つ目、歳入に見合った歳出構造の転換を図ることを目的といた
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しました。三つ目、予算査定において、行政事務経費を徹底して削減することといたしました。

四つ目でございます。19年度当初予算はもう20年度当初予算編制に連動するということを強く意

識いたしまして、査定に当たりました。最後に、新町建設計画の基本理念により住民各界、各層、

新南部町のもと、一体感が体現できるよう、当初予算編成に努めてまいりました。 

以上が総括事項であります。 

次に、歳入について、制度改正等により変更された事項について、その概略を説明申し上げま

す。一つ目でございますが、税源移譲のことでございますけれども、所得譲与税は所得税から個

人住民税へ税源移譲に伴い平成18年度をもって廃止されました。二つ目、地方交付税は前年度比

4.4％のマイナスと示されております。三つ目でございます。交付税から地方債に振りかえする

臨時財政特例債は、前年度比マイナス9.5％と示されております。四つ目でございます。児童手

当の制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するため、地方特例交付金が措置されました。五つ目

でございます。減税補てん特例交付金が平成18年度をもって廃止されることに伴う経過措置とし

て、特別交付金が措置されております。六つ目でございます。財政健全化策として、基金繰入金

を前年度比１億442万円減の４億6,709万5,000円といたしました。七つ目でございます。建設事

業抑制等により、町債を前年度比7,130万円減の10億7,170万円といたしました。 

次に、歳出における削減した事項についてその概略を申し上げます。５項目ほどございます。

まず、１点目、人件費に関することでございます。退職者不補充に係る分を減額しております。

８人分でございます。総額5,608万7,000円ほどでございます。次に、時間外勤務手当を見直しい

たしました。基本給に従来は３％の要求枠でございましたが、19年度は２％の要求枠といたしま

した。これによる減額が752万9,000円ほどでございます。次に、管理職手当を見直しました。従

前は、支給率で支給されておりました管理職手当を定額制といたしました。このことにより、

131万9,000円ほどの減額といたしました。次に物件費の関係でございます。食糧費に係る分でご

ざいますが、一般職員の食糧費は原則廃止しております。 

二つ目、旅費に係る分でございますが、県内、岩手県、二戸管内の出張時の日当支給を廃止し

ております。これは前年度からの継続でございます。それに、各種委員の費用弁償は18年度から

廃止してございます。 

三つ目でございます。役場庁舎等の清掃に係る分でございますが、一部職員対応といたしまし

た。そのことにより、委託料の減額でございますが、628万9,000円ほどの減額をいたしました。

そのほか、各種業務委託の関係でございますが、前年度同様入札により執行することにいたしま

した。臨時職員に係る分でございますが、一般事務、補助職員を原則廃止しております。その他
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でございますけれども、施設の管理委託及び名川地区の運転業務管理なども大幅に見直しを行っ

てございます。維持補修費の関係でございますが、施設に係る分でございますけれども、施設の

目的効用を発揮するため、必要最小限の予算計上といたしました。補助費等の関係でございます

けれども、県費補助金がいろいろと減額されてございます。それに伴う町費の振りかえでござい

ますが、その分につきましては、なるべく町費の振りかえを最小限にとどめようということとい

たしました。 

最後になりますが、投資的経費の関係でございます。補助単独事業にかかわらず、投資効果、

緊急度、優先度の見地から大幅に見直してございます。補助事業であっても年限等の見直しをい

たしました。 

以上が当初予算編成における基本方針でございます。 

続きまして、10ページに入りたいと思います。10ページは地方債のことでございます。臨時財

政対策債から最後の給食センター整備事業まで11件10億2,170万円といたしました。この中で合

併特例債の件でございますが、二つ目の合併振興基金事業債１億6,430万円、これが合併特例債

でございます。最後の給食センター整備事業債4,510万円、これも合併特例債を充当しておりま

す。 

次に、11ページでございます。総括の中での歳入でございます。款ごとに申し上げます。 

１款町税でございます。14億7,235万4,000円、比較のところで１億4,626万1,000円、11.0％の

増でございます。 

２款地方譲与税１億7,968万8,000円、１億5,321万2,000円、46.0％の減でございます。 

３款利子割交付金655万円、505万円、43.5％の減でございます。 

４款配当割交付金129万円、30万6,000円、31.1％の増でございます。 

５款株式等譲渡所得割交付金54万7,000円、前年と同額でございます。 

６款地方消費税交付金１億8,940万円、2,300万円、10.8％の減でございます。 

７款自動車取得税交付金6,700万円、前年と同額でございます。 

８款地方特例交付金1,150万円、1,180万円、50.6％の減でございます。 

９款地方交付税46億2,209万9,000円、１億5,169万9,000円、3.4％の増でございます。 

10款交通安全対策特別交付金377万円、７万円、1.9％増でございます。 

11款分担金及び負担金9,425万6,000円、174万5,000円、1.9％の増でございます。 

12款使用料及び手数料１億737万9,000円、2,019万1,000円、15.8％の減でございます。 

13款国庫支出金３億8,426万5,000円、7,436万8,000円、16.2％の減でございます。 
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14款県支出金５億9,462万1,000円、2,181万4,000円、3.8％の増でございます。 

12ページでございます。15款財産収入6,741万6,000円、529万5,000円、8.5％の増でございま

す。 

16款寄附金名目計上の1,000円、同額でございます。 

17款繰入金４億6,709万5,000円、１億442万円、18.3％の減でございます。 

18款繰越金１億円、5,000万円、50.0％の増でございます。 

19款諸収入２億1,906万9,000円、1,284万9,000円、5.5％の減でございます。 

20款町債10億2,170万円、7,130万円、6.5％の減でございます。この中で、自主財源、依存財

源の割合でございますが、今年度自主財源は、25億2,757万円、構成比でまいりますと、26％で

ございます。逆に依存財源が74％でございます。前年度は自主財源が25％、依存財源が75％、ワ

ンポイントほど自主財源が増でございますが、これは所得譲与税から住民町税の振りかえの分で

の影響でございます。 

次に、歳出を申し上げます。１款議会費でございます。１億5,322万4,000円、6,844万円の減、

30.9％の減でございます。 

２款総務費15億6,973万9,000円、1,585万1,000円、1.0％の増でございます。 

３款民生費、ここは一番大きいところでございますが、20億6,586万4,000円、7,130万2,000円、

3.6％の増でございます。 

４款衛生費10億3,599万6,000円、1,100万3,000円、1.1％の増でございます。 

５款労働費66万3,000円、38万1,000円、36.5％の減でございます。 

６款農林水産業費５億3,628万4,000円、8,919万5,000円、14.3％の減でございます。 

７款商工費２億524万7,000円、909万8,000円、4.2％の減でございます。 

８款土木費４億6,921万7,000円、9,873万3,000円、17.4％の減でございます。 

９款消防費４億1,924万8,000円、860万5,000円、2.0％の減でございます。 

14ページでございます。10款教育費11億731万5,000円、918万1,000円、0.8％の減でございま

す。 

11款災害復旧費62万5,000円、195万4,000円、75.8％の減でございます。 

12款公債費20億3,053万4,000円、8,786万円、4.5％の増でございます。 

13款予備費1,604万4,000円、57万1,000円、3.7％の増でございます。これは款の総額でござい

まして、次に、別に配付しております性質別比較表におきまして、若干一般会計の中身のご説明

を申し上げたいと思います。 
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19年度当初予算性質別比較表、これが一般会計歳出の全経費を性質別にあらわしたものでござ

います。まず、義務的経費のところでございますが、人件費、扶助費、公債費とあります。 

一つ目の人件費でございますが、総額21億4,736万7,000円、前年度比9,935万3,000円の減、

4.4％の減でございます。これは退職者不補充などにより、人件費が減額となっておるところで

ございます。 

次に、扶助費、５億1,869万8,000円、3,736万4,000円、7.8％の増でございます。要因といた

しましては児童手当の拡充、医療、福祉の扶助費などの伸びが原因となってございます。 

公債費でございます。20億3,053万4,000円、前年度比8,786万円、4.5％の増でございます。こ

れは元金償還が始まりまして、増額になっております。元金償還が始まるということは利子が減

るということでございまして、残高が減っていくという傾向になるわけでございます。義務的経

費小計46億9,659万9,000円、構成比48.9％でございます。増減額としましては、2,587万1,000円、

0.6％の増でございます。この義務的経費が48.9％、いわゆる予算総額の中で５割を占めるよう

な状況になってございます。これがいわゆる財政構造の硬直化を招いているということでござい

ます。解決策としましては、人件費の削減、あるいは公債費の繰上償還、発行の抑制などにより、

義務的経費は抑制することができますが、扶助費におきましては、年々増加の傾向でございます。 

次に、物件費でございます。11億8,356万4,000円、4,128万2,000円の減、3.4％の減でござい

ます。ここは節減、あるいは委託料などなどの事務的経費を削減いたしまして、こういう結果で

ございます。 

維持補修費8,450万1,000円、前年度比419万円、4.7％の減でございます。 

補助費等13億4,504万9,000円、4,492万3,000円、3.5％の増でございます。この要因は、ここ

は補助費等でございますので、補助金、あるいは一部事務組合の負担金、あるいは19年度から始

まる後期高齢者医療連合に対する補助負担金などでございますので、この辺につきましても、い

ろいろと中身を検討しながら予算査定に当たらなければならないものと考えております。 

積立金２億2,164万1,000円、2,406万8,000円の減、9.8％の減でございます。 

投資出資貸付金8,112万9,000円、前年度比995万9,000円、10.9％の減でございます。これは水

道企業団への出資金が減額になっておるものが主なものでございます。 

繰出金11億6,048万9,000円、1,533万2,000円、1.3％の増でございます。これの要因は介護保

険特別会計の繰出金が若干伸びてございます。これは一般会計からのルール分の繰り出しが入っ

てございますので、一般会計、あるいは特別会計のいわゆる負担、ルール分などの確立化を図り

ながらここは見直ししていかなればならないものと考えてございます。 
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投資的経費の中での普通建設事業８億2,035万9,000円、１億424万4,000円、11.3％の減でござ

います。建設事業を抑制いたしました。地方費の発行を抑制ということでございますので、優先

度、緊急度、あるいは費用対効果などにより、普通建設事業は前年度より１億ちょっと減額とな

ってございます。この性質別が一般会計の96億1,000万円の中身になるところでございます。 

続きまして、予算書の中身に入ります。15ページであります。１款町税のところでございます

が、１目の個人、本年度４億8,412万1,000円、比較のところで１億3,638万3,000円の増でござい

ます。これは税源移譲によりまして、所得譲与税から町税への振りかえでございますので、ここ

39.2％ほどの増となってございます。町民税合計５億2,793万円、前年度比較で１億4,120万

7,000円ほどの増でございます。次に、２項固定資産税でございますが、計のところでございま

すが、７億8,118万7,000円、1,124万3,000円、1.5％の増と見込んでございます。次に、軽自動

車税、３項でございますが、4,420万4,000円、前年度比で145万4,000円ほどの減でございます。 

16ページでございます。市町村たばこ税でございますが、今年度１億1,903万3,000円を計上い

たしました。 

次に、２款地方譲与税でございますが、この譲与税という項目は、国が徴収した税金を客観的

な基準によって市町村に譲与するものでございます。ちなみに、１項の自動車重量譲与税でござ

いますが、重量税の３分の１、道路の延長面積等によって市町村に交付される性格のものでござ

います。２款譲与税のところの自動車重量譲与税は１億3,148万8,000円、前年度比441万2,000円

ほどの減でございます。この２款以降は地方財政対策に示された形により計上するところでござ

います。次に、２項の地方道路譲与税でございますが、4,820万円、480万円ほどの減でございま

す。次に、地方譲与税の所得譲与税、本年度ゼロ、前年度は１億4,400万円、これが税源移譲に

よりまして、個人住民税、いわゆる町税への振りかえとなったものでございます。廃目でござい

ます。 

次に、３款利子割交付金、この交付金というのは譲与税とまた違いまして、県が徴収した税の

一定部分を市町村に交付するという性格のものでございます。３款利子割交付金が655万円ほど

前年度比505万円ほどの減を見込んでございます。 

次に、４款配当割交付金129万円、前年度比は30万6,000円ほどの増と見込んでございます。 

５款株式等譲渡所得割交付金54万7,000円、前年度と同額でございます。 

６款地方消費税交付金１億8,940万円、2,300万円ほどの減と見込んでございます。これは地方

消費税額の２分の１を国調人口、あるいは従業者数で按分して市町村に交付されるものでござい

ます。 
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７款自動車取得税交付金6,700万円、前年度と同額でございます。 

８款地方特例交付金650万円でございます。減額で1,680万円でございますが、前年度ここに減

税補てん特例交付金がございました。今年度650万円ということは、児童手当の制度拡充に伴う

地方負担分の措置でございますので、純然たる児童手当の分でございます。 

次に、18ページでございます。特例交付金の中で、本年度新設されました特別交付金500万円

でございますが、これが先ほど申し上げました減税補てん特例交付金が18年度をもって廃止され

ましたが、経過措置をとるということでございますので、３カ年の経過措置でございますので、

今年度500万円という金額を計上してございます。 

次に、９款地方交付税でございます。今年度46億2,209万9,000円、１億5,169万9,000円、3.4％

ほどの増と見込んでございます。3.4％増ということでございますが、国全体ではマイナス4.4％

ということでございますが、前年度におきまして合併初年度のこともありまして、普通交付税、

かなり不透明でございましたので、かなり低目に見積もって計上したものの反動でございまし

て、詳しく申し上げますと、18年度の普通交付税の決定額は43億7,393万4,000円でございます。

今年度の当初予算で計上いたしました41億2,860万4,000円で比較いたしますと、国は4.4％のマ

イナスでございますが、私どもの方では、マイナス5.6％と見込んで普通交付税を計上しており

ます。特別交付税におきましても、合併算入の増加需要額がございますので、不透明でございま

すが、本年度は４億9,349万円ほどを計上いたしております。 

次に、大きなものの歳入だけを申し上げてまいります。11款分担金及び負担金でございますが、

１目民生費負担金の３節児童福祉費負担金9,203万3,000円、これは保育所の保護者負担、あるい

は広域入所、あるいは学童などの保護者の負担金がここに計上されております。 

次に、12款の使用料及び手数料でございますが、増減の大きなところだけ説明申し上げます。

４目の農林水産業使用料９万円、前年度比545万6,000円の減でございますが、これは直売所、あ

るいはりんご貯蔵センター、農産物加工センターなど、指定管理者の制度を導入いたしましたの

で、その使用料につきましては、指定管理者の収入としたために、ここがこの分の減となってご

ざいます。 

次に、20ページに参ります。20ページの７目の教育使用料904万4,000円で、比較のところでは

1,468万4,000円の減でございますが、３節の体育施設使用料98万5,000円、ここにはアイスアリ

ーナ、あるいは町民プールなどの使用料が前年度計上されておりましたが、指定管理者の制度導

入に伴い、指定管理者への収入としたために、ここが1,200万円ほどの減となってございます。 

次に、21ページでございますが、13款の民生費国庫負担金、ここがかなり大きな額を占めてお
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りますけれども、右のところの１節の社会福祉負担金１億2,959万1,000円、これは障害者福祉サ

ービス等の国庫負担金でございます。それから、二つほど下がってございまして、４節の被用者

児童手当負担金などなどにつきましては、国庫が前年度より減額になっておりますが、児童手当

に伴う負担金につきましては、国庫からちょっと減らして県費へ移行したということでございま

す。 

次に、22ページでございますが、２項の国庫補助金の中で、土木費国庫補助金でございますが、

右のところの説明のところで、１節の公営住宅整備事業補助金4,718万8,000円、公営住宅の整備

事業補助金でございます。前年度から事業量を減らしていますので、ここはちょっと減額になっ

ております。 

次に、２節の地方道路整備臨時交付金3,300万円、ここも事業量を減らしたために若干減って

ございます。４目の教育費国庫補助金でございますが、1,308万3,000円ほど伸びてございます。

ここの要因は、４節の社会教育費補助金2,691万1,000円、ここの中の説明の中で、史跡調査など、

あるいは公有化、土地の買い上げなどがございますが、一番最後のところで、放課後子どもプラ

ン事業補助金908万7,000円、これが従前学童保育にかかる補助金は県費だけでございましたが、

国庫がつきまして、国庫と県費、同額が19年度から補助金としていただけると、放課後子どもプ

ランという名称に変わってございます。 

次に、23ページの総務費国庫補助金、総務費補助金のところで右側のところです。合併市町村

補助金、国庫の合併市町村補助金でございます。3,870万円、充当事業は税の方での評価替え業

務に充当してございます。 

それから、14款の県支出金でございますが、民生費県負担金のところで、先ほど申し上げまし

たが、児童手当の部分に係る分、国庫から県費へ移設しておりますので、この辺が若干伸びてお

ります。3,711万9,000円の増はそういう要因でございます。 

次に、24ページでございますが、県の支出金の中で、１目の総務費県補助金の右のところの説

明欄でございますが、二つ目のところに市町村合併支援特別交付金、これは県の合併市町村への

交付金でございます。5,640万円でございます。これの充当事業といたしまして、庁舎改修、い

わゆる議場の改修費に2,420万円、あるいは各種計画策定事業に1,840万円ほど、それから、多目

的バスの運行、臨時運行経費としての420万円ほどを充当してございます。それから、その下の

ところに市町村発・元気なあおもりづくり支援事業、これは県の目玉事業でございますが、504万

4,000円、充当事業といたしましては、達者村の事業、あるいは長谷ぼたん園のトイレ改修事業

にこの補助金を充当してございます。 
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次に、25ページに参りまして、農林水産業費県補助金、農業費県補助金の中で、右の方の一番

下のところでございますが、内水面漁業振興対策事業補助金3,150万円、これはふ化場の整備の

ために内水面対策振興事業として交付を受けるものでございます。それから、５目の教育費県補

助金の中で社会教育費補助金の中で一番下のところ、放課後子どもプラン事業補助金、先ほどの

国庫と同じく、同額でございますが、908万7,000円、国、県同額で放課後子どもプランを実施す

るものでございます。 

次に、26ページでございますが、ここは委託金でございますが、総務費県委託金のところで、

一番上のところでございますが、１節の税務費委託金3,376万8,000円、前年度比較2,415万

5,000円ほどの増でございます。所得税の関連で住民税に移行したために、県民税の取り扱いが

多くなるということで、県からの委託金が増額ということでございます。次に、選挙費委託金が

5,258万3,000円、各選挙費委託金でございます。 

それから、27ページのところで、15款でございますが、財産収入、不動産売払収入4,872万

2,000円、前年とほぼ同額でございますが、森越団地以下、７物件を売却計画し4,872万2,000円

を計上してございます。 

次に、最後のところの17款、繰入金でございます。１目の財政調整基金繰入金２億991万

1,000円、前年度比802万5,000円の減でございますが、この財調を繰り入れした後の残高で申し

上げますと、19年度繰り入れ後２億8,000万円ほどの残高と見込んでございます。次に、減債基

金繰入金１億5,000万円、前年度比5,000万円の減でございますが、このことにより残高は５億

2,800万円ほどと見込んでございます。次に、公共施設整備基金繰入金2,000万円でございます。

前年度比8,310万円ほどの減でございますが、これにより公共施設整備基金が200万円ほどの残高

となる見込みでございます。次に、地域福祉基金繰入金4,210万円でございます。比較のところ

で、2,730万円の増でございますが、これにより地域福祉基金の残高は8,000万円ほどになる見込

みでございます。次に、下水道事業償還基金繰入金4,484万1,000円、前年度比では1,109万8,000円

の増でございますが、これにより残高は１億5,600万円ほどの見込みとなってございます。 

次に、29ページでございますが、19款諸収入の中で、２目の教育費貸付金収入2,390万6,000円、

これは奨学金の貸付者からの償還分でございます。右の方で、2,333万円の償還でございまして、

これに伴い歳出の貸付金が3,912万円ほどございます。歳入歳出のギャップが1,582万円ほど生じ

てございます。 

次に、29ページ最後でございますが、諸収入の中での３目の雑入でございますが、１億7,538万

7,000円、これの大きいのは右側の説明欄にありますが、交付税再配分１億690万円、これは八戸
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地域広域市町村圏事務組合からの1,690万円、それからもう一つが三戸塵芥、いわゆる三戸塵芥

処理事務組合、一部事務組合の管理者、三戸町が管理者になってございますので、そこからの交

付税の再配分を9,000万円ほどを見込んでございます。あとは、雑入ではかなりいろいろとあり

ますけれども、30ページの中では原子燃料サイクル事業推進特別対策事業1,310万円等を雑入と

して計上しております。 

次に、歳入の最後でございますが、31ページのところで、20款町債でございます。１目の総務

債６億440万円の中で、１節の臨時財政対策債３億9,500万円でございます。これは前年度は４億

2,850万円でございまして、マイナス7.8％と、国の方はマイナス9.5％と見込んでおりますが、

当町では7.8％ほどの減額として計上しております。次に、合併特例債でございますが、２億940万

円、中身的には基金の積立造成のために１億6,430万円、そのほかに先ほど申し上げました給食

センター建設のために4,510万円ほどの町債を見込んでございます。あとは、衛生債から農林水

産業債、土木債、消防債、あるいは教育債等により、計上額が10億2,170万円、前年度比較で7,130万

円ほどの減を計画してございます。 

次に、歳出に入ります。32ページでございますが、歳出でございまして、１款の議会費でござ

いますが、前年度比較で6,844万円ほどの減、これは議員さんの定数減による予算の減でござい

ます。 

次に、33ページのところの２款総務費のところの一般管理費でございますが、次のページでご

ざいますが、34ページでございます。10節の交際費でございまして300万円、これは町長交際費

でございますが、前年度350万円でしたが、50万円を減額いたしまして、300万円といたしました。

次に、２目の文書広報費でございますが、1,027万3,000円でございますが、35ページのところで

の11節需用費836万7,000円の中での印刷製本費436万7,000円、これは広報誌の印刷の予算でござ

います。次に、４目の財産管理費の中で、財源内訳で県2,420万円とございます。これが市町村

合併支援特別交付金をここに充当してございまして、充当事業が議場の改修費でございます。 

36ページでございますが、13節の設計管理業務、真ん中より下のところですが、120万8,000円

のほかに15節の工事請負費2,300万円、合わせて議場改修費といたしまして2,420万8,000円に、

2,420万円の県の合併支援特別交付金を充当してございます。 

次に、37ページ企画費でございます。9,644万2,000円の額でございますが、中での主なものは

38ページでございまして、13節の委託料645万6,000円、この中での説明欄、総合振興計画策定事

業315万9,000円のほかに都市計画基礎調査業務329万7,000円、これは南部地区大向地区でござい

ます。新規事業でございまして、645万6,000円、これに合併支援特別支援交付金を充当してござ
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います。 

次に、39ページでございますが、右側の一番下のところでは、補助金のところで交通安全母の

会連合会38万円の補助金を計上しております。 

次に、40ページでございますが、40ページの９目の自治振興費でございますが、１節報酬618万

9,000円、これは行政員さんに係る報酬額でございます。その上に防犯協会のところでの補助金

がございます。104万円、これは防犯協会の補助金でございます。それから、10目の地域交通対

策費の中での主なものとして、13節の委託料のところで4,020万円の中での内訳、多目的バス実

験運行業務420万円、これは新規でございます。これの420万円の事業費に対して県の合併支援特

別交付金420万円、同額を充当してございます。そのほかに多目的バス運行管理として3,600万円

の予算計上でございます。 

次に、43ページでございますが、真ん中より下の方、23目地域振興基金費１億7,303万6,000円、

これが基金造成のために町債を発行して積み立てるものでございます。 

次に、43ページのところでの税務総務費でございますが、そこの財源内訳のところで、国、

3,870万円、これは先ほど歳入で説明申し上げました国の合併市町村補助金でございます。これ

を税のところへ充当しております。この充当事業は前にお話しましたが、税の評価替え業務

3,872万円の事業費に3,870万円の歳入の国庫特別市町村合併補助金を充当してございます。 

次に、44ページでございます。８節の報償費でございますが、1,274万円、内訳でございます

が、納税奨励金でございます。納税貯蓄組合さんへの奨励金でございます。一般会計では1,271万

円、そのほかに国保特会では1,088万8,000円ほど計上してございますので、納税奨励金合計、一

般会計国保合計2,359万8,000円ほどの奨励金を計上いたしております。次に、19節のところで補

助金でございますが、納税貯蓄組合連合会運営費補助金116万円を計上しいたしております。 

次に、46ページからは、選挙費でございまして、青森県議会議員一般選挙費から県知事選挙費、

あるいは参議院通常選挙費、48ページの南部町議会議員一般選挙費、最後は上名久井財産区議会

議員一般選挙費までの各選挙費の予算を計上いたしております。 

次に、50ページでございます。３款民生費でございますが、１目の社会福祉総務費の中で県費

が779万3,000円ですけれども、このうち県合併支援特別交付金420万円をここに計上しておりま

す。この充当事業は13節の委託料の中で1,290万3,000円ほど委託料がございますが、真ん中の説

明欄中、地域福祉計画策定業務、これは新町になっての地域福祉計画を策定しなければなりませ

ん。428万2,000円、この事業に県の合併支援交付金を充当してございます。 

次のページにおきましては民生委員さんの活動費514万8,000円、それから19節の負担金補助金
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及び交付金につきましては、補助金といたしまして町社会福祉協議会1,828万8,000円、ゲートボ

ール場管理費79万1,000円ほどの補助金を計上いたしております。 

次に、51ページの住民生活費の中で、右側の一番下、19節の中で、補助金でございますが、南

部町遺族会143万円を補助金として計上してございます。 

52ページでございますが、老人福祉総務費の中で大きいのが28節右側でございますが、２億

2,299万3,000円、これは国民健康保険特別会計の繰出金でございます。次に、19節のところで

814万3,000円の負担金でございますが、県後期高齢者医療連合に対する負担金でございます。そ

の下の28節繰出金２億685万3,000円、これは老人保健特別会計繰出金でございます。 

次に、53ページ、４目の老人福祉費の中で主なものは13節の委託料3,608万2,000円でございま

す。この中で、いろいろな委託料がございますが、真ん中辺ほどに高齢者温泉保養館温泉利用委

託料1,456万9,000円を、これは全町に19年度から拡大するというものでございます。次に、19節

の負担金及び補助金でございますが、補助金として右側のところで老人クラブさん、あるいは老

人クラブの連合会さんへの補助金を計上しております。次に、右側の一番下の方でございますが、

28節繰出金３億2,074万4,000円、介護保険特別会計繰出金３億2,074万3,000円の繰出金でござい

ます。 

次に、54ページでございますが、28節のところで、これは介護老人保健施設特別会計、老健な

んぶの会計でございますが、繰出金6,878万8,000円でございます。次に、６目障害者福祉費３億

3,769万7,000円ですが、この中で大きいものが55ページの20節扶助費でございまして、３億

2,480万7,000円、重度身障者医療費5,640万円、それから下の方での介護給付事業費２億3,843万

8,000円が大きな予算でございます。 

次に、３款民生費、55ページ最後のところですが、児童福祉費総務費でございますが、右側の

説明欄中、20節扶助費１億6,023万5,000円でございます。ここでの大きいものはひとり親家庭等

医療費1,282万8,000円、あるいは児童手当の拡充に伴う１億3,104万円。 

次のページの56ページでございますが、乳幼児医療費1,616万4,000円の扶助費が計上されてご

ざいます。次は、２目の保育所費でございますが、３億6,690万7,000円の予算計上でございます。 

次に、59ページでございますが、４目の学童保育費2,689万3,000円でございます。この中で、

先ほど申し上げました放課後子どもプラン事業補助金が財源内訳として入ってございます。

1,817万4,000円、国、県とも同じ額でございます。 

次に、61ページでございますが、ここで、４款衛生費のところで、保健衛生総務費の中で、ち

ょっと説明しなければならないものが13節の委託料でございます。791万円でございますが、説
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明欄中、マスタープラン作成業務466万2,000円、それから健康なんぶ21計画策定業務289万

8,000円、合わせて756万円でございますが、このプラン計画策定に要する財源として県合併支援

特別交付金791万円をこの事業に充当してございます。 

次に、63ページでございますが、４目の老人保健対策費8,050万2,000円でございますが、その

中で64ページでございますが、委託料でございまして、7,520万6,000円の中で説明欄中、これは

住民健診に係る委託料でございまして、水中運動教室から健康診査システム保守までの中で、名

川病院さんでの健診、あるいは青森県総合健診センターさんでの住民健診など、住民健診がここ

で計上されてございます。 

次に、65ページの真ん中の７目病院費でございます。１億1,932万円、前年度比1,334万円の増

でございます。これは右側のところでの名川病院さんへの負担金でございます。 

次に、66ページでございます。同じ４款の中での２項清掃費でございまして、１目の塵芥処理

費5,669万6,000円でございますが、ここでの主なものは13節の委託料でございまして、5,473万

2,000円、ここで大きいのが四つ目のごみ収集運搬業務5,218万2,000円がこのごみ収集に係る委

託料でございます。 

その次に、67ページ、２目環境整備事務組合費１億4,200万8,000円でございますが、ここの説

明の中はこれは三戸環境整備事務組合、一部事務組合に対する負担金などが計上されてございま

す。し尿処理場の負担金としては１億1,518万2,000円、葬祭場につきましては999万2,000円、そ

れから一番下のところの衛生公債費が239万9,000円、そして交付税の再配分、これが南部町に交

付税として入ったものを各構成町村、田子町、三戸町へ南部町に入った交付税の分を負担割合に

よって返す分でございます。次の３目の塵芥処理事務組合費でございますが、３億3,828万円、

これは負担金でございまして、説明欄中、塵芥処理運営費、これは三戸の塵芥処理組合に対する

負担金でございますが、１億1,490万円、次に塵芥処理建設のための負担金が２億1,260万

6,000円、最後にリサイクルプラザ、これは八戸でございますが、リサイクルプラザ管理運営費

として1,077万4,000円を計上してございます。 

次に、最後でございますが、67ページ、排水施設費の中で、19節補助金のところで、合併処理

浄化槽設置者補助金835万2,000円の計上でございます。これは公共下水、農集排の汚水処理区域

外の方への浄化槽設置に要する補助金でございます。 

次に、68ページから69ページですが、最初の６款農林水産業費の中で、農業委員会費の中で69ペ

ージになるんですけれども、13節委託料、1,063万1,000円の計上額でございまして、主なものは

農地地図作成業務1,052万6,000円、これは新規事業でございまして、県から10分の10の補助をい




